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京都府人権教育・啓発施策推進懇話会（第 3回） 

 

日  時 平成 18 年 8 月 9日（水）午後 1時 30 分～3時 40 分 

場  所 京都ガーデンパレス「鞍馬」 

 

○会議内容 

 

（座 長）今日予定している議題は二つございます。いずれも昨年われわれが多少のコメント

をしたうえで京都府のほうが人権教育・啓発施策の推進ということで具体的に立てられた計画

の実施状況にかかわるものです。それを、研修にかかるものとそれ以外のものに分けて、それ

ぞれについて府のほうからご報告いただき、それに対してわれわれのほうがコメントするとい

うことでございます。 

 

（座 長）  

 それでは、府のほうからまず第 1番目の議題についてご説明いただきたいと思います。 

 

（事務局） 

京都府の職員の人権問題に関します研修でございますが、資料 3をご覧いただきたいと思い

ます。大きく二つに分けて、われわれ研修センターで主体的に取り組む研修と、それぞれの職

場で人権問題に取り組んでいただくための人の養成と具体的な研修、この二つに大きく分けま

して研修をさせていただいているのを示しております。 

 まず、センターでしております研修ですが、府の職員で新採とその後何年か経ってからの職

員と、そういった職員が係長とか副室長とか課長とかそういう役付きになりましたときに節目

で研修をいたします際に、基本的には人権研修、それぞれの仕事を進めていくうえでのいろい

ろなスキル、それを併せて研修をするということでやっております。 

 そういう形でやるものと、もう一つ、課長級以上、課長、次長、部長を対象にした管理職特

別研修をやっております。これは管理職として必要な時事問題についての知識を深めるという

のが一つ、それから人権問題に対して日頃管理職として取り組まなければいけない基本的な姿

勢といいますか認識といいますか、そういったものを深めてもらうということで研修をやらせ

ていただいております。これは研修のほうでやっているものでございます。 

 もう一つは、職場で研修をしていただくことが大事だと思っておりますので、そ

れぞれの職場で研修指導者と研修主任を任命して、その方たちがそれぞれの職場で

人権問題の研修を企画したり実施をしたりということで取組をしておりますが、そ
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ういったものの研修をやらせていただいております。 

 そういうものがやる研修とは別に、全職員を対象にした人権問題の特別研修もやらせていた

だいております。これは府内を北と南に分けまして 7カ所でやらせていただいております。こ

こにはないのですが、先ほど申しあげました研修指導者なり研修主任がそれぞれの職場で実施

をする職場ごとの研修もやらせていただいています。これは研修センターのほうで取り組んで

おります研修の概要でございます。 

 具体的な中身でございますが、資料 1 の 40 ページをご覧いただけますでしょうか。40 ペー

ジから 43 ページにかけまして研修センターでしております研修の具体的な内容を示しており

ます。まず、40 ページは京都府に入りました新規採用職員と、3 年目、5 年目の職員に対する

研修と、協約職員につきましては 10 年目でございますが、そういった職員に対する研修と、

役付きになったときにやります研修と、管理職特別研修に整理をしております。主に講義が中

心になっていますが、できるだけグループ討議とかワークショップを取り入れたいということ

で、3 年目の職員に対しましてはグループ討議をやるように去年の場合はいたしております。

新任の専門員の研修、これは係長と一般職員の間のクラスとご理解いただいたらいいのではな

いかと思いますが、その新任の専門員に対しましてはワークショップを実施させていただいた

という状況です。 

 職員のアンケートの状況ですが、「人権問題の重要性が再認識できた」「公務員は人一倍人権

に敏感でなければならないと感じた」というのが一般職員の主な意見です。管理職のほうでは、

「府の方針が理解できた」「府民の人権意識の再構築に向け頑張りたい」という前向きのコメ

ントです。われわれの認識としては、研修の理解を深めてもらったのではないかと思っており

ます。 

 41 ページは、職場で人権研修を進めていく、その主な担い手であります研修指導者、研修主

任に対します研修を挙げております。これも 2種類ありまして、はじめて異動等で研修指導者

なり主任になった方々に対する研修と、今までからやっていただいている方に対する研修です。

今までからやっていただいている方については世界人権問題研究センターの人権大学講座を

できるだけ受講していただくということで、それも体験に基づくお話とか、人権ゆかりの地を

たずねてもらうとか、このへんは大事だということで、そういった学習をしていただくという

ことにしております。また、人権大学でいくつかのメニューを用意いただいておりますので、

そういったメニューから選んで受講していただくということで取組をさせていただいており

ます。そういったなかでワークショップなり現地研修に行っていただくということで何人かの

方にはそういう形で取組をしていただいているところです。 

 受講した職員の感想は、「期待どおりのもので職務の遂行に活かしていける」という意見を

もらっているところです。今後ともこのへんは十分そういうスキームを含めましていろいろ学

んでもらい、また気づきというものについて感じ取っていただくものをどんどん深めていただ

こうと思っています。 
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 42 ページは職員の特別研修で取り組んでいるものです。府内 7カ所で、南と北に分けまして、

できるだけ多くの機会を設けまして受講していただこうということでやっております。こちら

のほうは全職員を対象にしておりますが、会場の関係もありまして、そこに示している人数で

取組をしております。こちらのほうはできるだけワークショップとか、これまでいろいろ差別

体験をされたりご苦労いただいたり、そういう実際の生活に根づいたお話を極力していただこ

うということで、そういう講師の方に体験も交えてお話をしていただくということでお願いを

しております。職員の反応といたしましても、実体験に対する認識が改めて深まって感動を覚

えたという感想をいっている職員もおりまして、人権問題に対する理解がかなり深まっている

のではないかと思っております。 

 最後、43 ページは、それぞれの職場が研修指導者なり研修主任の企画と会場設営で取り組ん

でいるものです。それぞれの職場の状況については整理しておりませんが、それぞれの部局、

振興局などで研修に取り組んでいるところでございます。全員対象ということでやっておりま

すが、必ずしも全員ということには結果としてなっておりません。できるだけ多くの職員の方

に受講していただこうということで今後とも取組をしていきたいと思っております。昨年は

5,000 人以上の職員が受講したということです。形態も、ビデオを上映したり、グループ討議

をしたり、ワークショップをしたりという形でいろいろ取り組まれているところです。以上が

研修センターのほうで基本的に取り組んでおります研修の概要でございます。 

 最後に、資料 4は、われわれのほうで先ほど申しあげました研修を受講した職員たちからア

ンケートを取っている様式です。2 枚あるかと思います。1 枚目の「共通アンケート」と書い

ていますものは、新採の職員なり、役付きになった職員なり、そういったものが人権研修を受

けたときにアンケートを取っているものです。これは他の研修のアンケートと一緒になってお

りまして、その点ではもう少し改良の必要があるかということで、2 枚目の「人権問題特別研

修アンケート」は人権に特化したようなアンケートにさせていただきまして、いろいろ職員の

意見を聞くということにさせていただいております。今後こういうアンケートの取り方につき

ましても、いろいろお話を聞かせていただくなかで検討させていただければと思っています。

大変雑駁な説明で恐縮でございますが、以上で当センターの取組の概要の説明を終わります。

どうかよろしくお願いいたします。 

 

（座 長） 

ありがとうございました。やり方としては、このあと全般的にやっていくのか、一つずつや

っていくのか、いずれですか。 

 

（事務局） 

今の研修センターの研修事業についてご意見をいただいて、そのあと教育委員会の研修事業

について説明させていただきます。 
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（座 長） 

 それでは、今非常に概略ですけれどご説明いただいたことについて、御意見を伺います。資

料は前もって各委員の皆さんにお届けしたものと同じですので、あらかじめご検討いただいて

おればそのご意見でも結構でございます。研修センターからご説明を受けました資料 1 の 40

ページから 43 ページについてご意見がありましたら、どなたからでもご自由にお願いいたし

ます。 

 

（委 員） 

いろいろ説明ありがとうございました。一つ質問ですけれども、人権問題特別研修アンケー

トが付け加わっているということですが、これはいつからつくられたかということと、今年始

めてであるならば年度末に集計ができるのかということ、それを聞きたいのが一つです。 

 アンケートの内容についてはこれから随時検討していきたいとおっしゃっていましたが、結

局、一つの人権の研修を聞くと、研修科目にある 4つの質問に答えて感想を書いて、その次の

ところにずっと答えていくという形になるのですね。中身がよくわからなかったので教えてく

ださい。それが一点です。 

 京都府の研修所としては、センターでやる研修と職場研修という形で、職場研修に関しては

職場学習支援コースということで指導者とか主任の方に対する研修を中心にやっていて、今度

その指導者とか主任になられた方たちが、どちらかというと OJT 的になると思うのですが、そ

れぞれの部局のなかで研修をやっていくと理解したのですが、そうすると職場ごとで実際にど

ういう壁にぶち当たっているかということについては誰が把握しているのか教えてください。 

 

（座 長） 

 ありがとうございます。もし関連あるいはこの分野についてのご質問、コメントがありまし

たら、答えていただく前に、お願いしたいと思います。どの委員からでもご自由にどうぞ。 

 

（委 員） 

 職場研修と一般研修と二つのコースがあると書いてあって、その二つのコースのクロス状況

はどうなっていますか。つまり、基本は何で実地は何かと。今、委員が言われたことと同じな

のですが、基本は学ぶけれど実地のほうが私は大事だと思うので、実地のなかで出てきたいろ

いろな課題をどうクリアしているのか、それをまた基本コースへどう返していくのか、それが

クロスしてあるのか、それとも別々でそれぞれ深まっていくのかどうかということです。 

 

（座 長） 

 ありがとうございます。資料 3に府がやられる職員研修の全体像がありますが、私の側聞し
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ているところによれば、委員から特に申し入れられて、全体像を示してもらわないと、府が対

職員にどういう研修をどのような系統で、あるいは体系でやられているのかわかりにくいと。

この図でかなりハッキリしておりますし、今、委員のご質問にあったように、センターが直接

やられる職務基本コースと、それを受けて各部局へ職員が散らばられて部局ごとにやれる研修

との相互関連というか、評価あるいはそこから得られた結果をどのように将来に生かしている

かということも含めてのご質問だったかと思います。他にございませんか。 

 

（委 員） 

 クロスという表現をなさったので、それと関連するのですが、例えば京都府に新規に採用し

て、その人が 20 年、30 年とずっと仕事をしてきますが、その人のライフコースというか職場

経験をしていくなかでどのように実際には、職務基本コースという形でどちらかというと管理

職になっていくという段階でできるのだということはだいたいわかるのですが、そういうシミ

ュレーションしたような図があると、私たちとしてはとてもわかりやすいのです。ですから 1

年目に入って職場のセンター研修を新規で受けて、OJT というか職場のほうでも主任者から研

修を受けて、2 年目になって、3 年目になってという形で、一人の人がどのような研修の経過

を経て 20 年、30 年経っていくという形になっているのかを教えていただけたらと思います。 

 

（座 長） 

 ありがとうございます。他にはございませんか。概略的な問題はハッキリ出ていると思いま

す。ご回答いただいたうえで、また個別問題がありましたらご自由にお尋ねいただくというこ

とで、それでは回答をお願いします。座ったままで結構です。 

 

（事務局） 

まず、人権問題特別研修のアンケートの実施時期ですが、17 年度、昨年度からこのアンケー

ト用紙を人権問題特別研修にあたっては使わせていただいております。 

 職場研修の問題が起こった場合どうするかということと、職務基本と職場研修とのクロス状

況はどうかということですが、職場研修につきましては基本的には研修指導者、研修主任にお

任せしているという状況です。そこでいろいろな問題が生じた場合は、もちろんわれわれに相

談があれば相談に乗ることにしておりますが、基本的にはそれぞれの研修指導者、研修主任に

お任せすることになっております。 

 職務基本と職場研修とのクロス状況ということですが、人によってはかなりクロスをしてい

る場合もあるのですが、体系的には今のところはそれぞれ別の体系で実施をするという考え方

でやらせていただいております。従いまして職員が新採で京都府に入りまして、研修を地位が

上がるに従って受けるというものと、職場研修指導者なり主任にする研修は分かれているので

すが、ただ、人としてはかなりオーバーラップしております。例えば職場研修指導者は基本的
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には課長級の職員に就任いただいているところですから、管理職になったときに人権研修を受

けておられるのが基本的なベースになっていくと考えております。そのうえで職場研修をより

効率的にするためのいろいろなスキルとか知識を身につけていただくという形で実際には研

修を受けていただいているわけですが、体系としては明確にこういう形でクロスするというこ

とには今のところなっておりません。 

 どういうコースをたどって研修を受けているのかということですが、これは職務基本コース

に書いておりますようなコースになっておりまして、新採で 1年目の前期と後期に研修を受け

るときに人権問題の基本的なことについてまず認識をしていただき、3 年目になった段階でも

う少し人権問題について認識を深めていただき、5 年では実際のいろいろな状況とかそういっ

たものについて認識をしていただき、係長級ぐらいになりますと基本的には人権問題について

いかに京都府として対応していくかという視点から受講をしていただくという形で研修内容

を決めておりまして、課長になられた場合は課長としての立場で人権問題についての認識を深

めていただくというようなコースになってくると思っております。 

 ただ、そこで例えば基礎的なものはこういうもので、次の段階ではこのレベルまでいって、

さらに 5年経てばこういうレベルに達してという、そういうところまできちっとわれわれのほ

うでメニューを用意しているわけではありませんので、その都度そのへんを念頭に置きながら

コースを選定してその内容をさせていただいているような状況でございます。 

 

（座 長） 

 ありがとうございました。ただ今のお答えを踏まえて、さらにお聞きになりたいことがあり

ましたらお願いします。 

 

（事務局） 

 職場研修への課題の問題と支援の問題がありましたので、人権啓発推進室から一言ご説明い

たします。われわれ人権啓発推進室では、職員研修センターの研修の問題として、職場研修を

支援するという立場から、できるだけ人権問題に関わる情報をリアルタイムで提供したいとい

うことで時々の人権問題の動き、課題、それから現場でいちばん困るのはテーマごとにいろい

ろな講師の先生が必要になるということがありますので、だいたい年に 6回ぐらいメールマガ

ジンという形でホームページにそういった情報を随時提供しておりまして、それを見ていただ

いて企画をしていただくという形での支援をしております。 

 もう一つは、実は私は昨年まで研修センターにおりましたので一つだけご報告させていただ

きますと、アンケートを昨年からというお答えがありましたが、実は 8月にこの懇話会でその

評価の問題について非常に厳しいご指摘を受けて、研修センターとしてただちに何とかしよう

ということで検討しまして、これが十分なことかどうかわかりませんが、アンケートを改善し

ようということで、実はそれまでは共通アンケートでいったのですが、人権問題特有の課題が
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あるだろうということでこのアンケートをつくりまして、年末の人権問題特別研修に間に合わ

せるということでありますので、ひとつご紹介をしておきます。 

 

（座 長） 

 ありがとうございました。他にはございませんか。これは人権に限らず行政一般についてだ

けれど、また日本に限らないと思いますが、行政というのは何かプログラムとか計画を立てて、

それをやることで終わってしまう。実はそのあとが大事で、例えば計画の目標を達成できてい

るのかどうか、それは内部評価もありますし外部評価もありますし、そういうものを踏まえて

さらに次の行政プログラムを立てる。そのあたりがとくに日本のシステムでは、特定の部局に

おられるのはせいぜい 2、3 年でぐるぐるいろいろな部署を回られて、そして責任も地位も上

がっていきますから、個別分野に専門家がとどまってずっと同種の仕事を続けるというシステ

ムになっていないわけです。そうだとしたら、個別部局なりに蓄積されたノウハウを次に人が

替わってもどう伝えていくのか、そのへんが全体として非常に大きな宿題であり、今日もそう

だと思います。 

 委員、ビジネスの立場から見られて、コストエフェクトというか、投資したものと返ってく

るものの評価について、民間企業の目から見られてお役所に何かおっしゃることがありました

らどうぞ。 

 

（委 員） 

 お問いかけに答えられるかどうかわかりませんが、あらかじめ資料をいただきましてざっと

目を通して、基本的にはどのページを読んでも同じことが書いてあるなと思っていたのですが、

共通して問われていることで「効果の測定を」と書かれていたのです。今、座長さんのおっし

ゃったことと少しからむかと思うのですが、今日ここへ来るまでに考えてみたのですが、別に

ないのです。やるとしたら抜き打ちで全員の方にテストをしてきちんとした答えが出るかどう

かということ以外、こういう研修の成果として身についたかどうかということはそれしかない

のです。 

 もう一つは、民間企業でいえばこれはノープライスみたいなもので、現実に何か起きたらそ

れでもう 0点なのです。答えとしては飛躍しすぎるかもしれませんけれど、そういう評価しか

しようがないと思うのです。ですから費用対効果という言い方で考えたり答えが出る問題なの

かどうか難しいなということで、企業でやっていることに置き換えると今のようなすごく飛躍

したお答えがポンと出てしまって、もう少し噛み砕いたお答えがなかなか難しいのが正直なと

ころです。 

 

（座 長） 

 ありがとうございます。実は私は滋賀県で、小さい市町村ですけれども幼児虐待で死亡に至
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らしめるという事件がありまして、たまたまそこの人権研修と関連していたのですが、一つ起

こったら今までやってきたことが全部無駄かというと、そういう評価もまた極端です。人権研

修は事件のあるなしにかかわらず、今、委員がおっしゃったように起こればゼロという分野も

ありますけれども、そうではなく、起こる起こらないにかかわらず対策を積み上げていく必要

のある側面もあるので、そのへんはわれわれとしても、あるいは府のほうで直接携われる場合、

前例として共通の理解があったほうがいいのではないかと思います。 

 

 

（委 員） 

 おっしゃるとおりでして、極端な話をさせていただいたのですが、それでいきますとセンタ

ー研修も、新採職員さんが入られて、会社でいう新入社員教育があって、3 年目、5 年目の研

修、それから管理職へ登用された新任管理職研修、これは一般的ないろいろな研修をされるな

かの一つのパーツとして人権の問題に関わる部分があるということですね。必ずしもこれが内

容的に積み上がっていって一つの体系だったものに最後はなりますよという研修は無理だと

いうお話でしたね。私もとても無理だろうと思います。というのは、あまりにも幅が広くて奥

が深くて、どこでいいということにはならない中身になりますので、そういうことでいけば、

座長がおっしゃったように、テストするということはあるいはの話だと思うのですけれど、一

つ起こればこういう問題は 0点ですというのは極端であると私も思って、それは訂正させてい

ただこうと思います。 

 結局、問題が起こらなくなるというか、現実問題としてこういう問題というのはやはり起こ

さなくなった、また起きたときに迅速なタイムリーないい対処ができるというものをもってし

か評価しようがないのです。そのへんはおっしゃったとおり、きちんとした積み上げでもって

それだけ意識が高まって、やはり研修をやらないよりはやったほうが高まっていくのだろうと

思うのです。そこのところは、もう一度繰り返しますけれど、効果を量るのは本当に難しいと

思います。 

 

（座 長） 

 ありがとうございます。他にもあるかと思いますが、時間の関係もありますし、このあとに

出てくる問題とも関連しますので、それも含めて引き続きご遠慮なくご質問いただきたいと思

います。 

 

（委 員） 

17 年度からアンケートを取っているということで、全部に取っていらっしゃるのなら結構な

量があると思うのですが、統計的にはそのままの状態になっているのでしょうか。それともこ

の懇話会にいずれ統計として出るのでしょうか。 
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（事務局） 

アンケートにつきましては集計をしておりまして、集計結果につきましてまとまったものを

お出しするのは可能だと思っております。そのへんは事務局と相談をさせていただくことにな

ると思いますが、基本的に結果はわれわれの手元だけにとどめておくようなものではないと思

っています。 

 

 

（座 長） 

 外部評価の前提として内部評価というのは大事だと思いますので、ぜひ何らかの形で何らか

の機会にお出しいただきたいと思います。 

 それでは、教育委員会関係の研修事業の問題に移らせていただきたいと思います。府のほう

からご報告をよろしくお願いします。 

 

（事務局） 

教育委員会関係の研修事業といたしましては、資料 1の 4ページから 8ページまでがその内

容になっております。4ページと 4－1は教職員対象の研修事業です。5ページから 8ページま

でが主として府内の社会教育関係者を対象とした研修事業となっております。 

 まず、4 ページのセンター研修ですが、教職員の場合、人権研修につきましては二つの視点

がございます。一つは、4ページの上の「研修設定の意図及び具体的目標」にありますように、

教職員自らの豊かな人権意識を高めていくという部分と、児童・生徒に対しまして人権教育に

関する指導力量を高めていくということ、つまり知識とか技能の向上です。これは教育として

は当然の本来業務ですが、こういった目的がございます。当然これらの二つの目的は互いに相

関関係がございますが、センター研修におきましてはどちらかといえば後者の、指導力の向上

にウエートを置いた研修体系となっています。 

 研修体系は、お手元の資料 5 の「総合教育センターだより」をご覧ください。1 枚めくって

いただきまして2ページにセンター研修の体系がございまして、大きくは基本研修、専門研修、

指導者養成研修の三本柱になっています。当然、教育に携わる仕事でございますので人権とい

う要素についてはいろいろな研修講座が、例えば教科指導とか、道徳とか、特活とか、総合的

な学習時間とか、いろいろなところが出てきますが、資料 1 の 4 ページにまとめましたのは、

このなかでも基本研修と、専門研修のなかの例えば校長等の職能別研修を中心にまとめており

ます。 

 センター研修につきましては、基本的にはそれぞれライフステージに応じた研修をコンセプ

トにしておりまして、初任者研修は新採における研修。経験年数別研修で 2 年目、3 年目、5

年目、10 年目、20 年目と一定の期間をおいた研修。校長、教頭、部長、主任になったときに
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行う職能別・領域等研修。こういうスタイルになっています。 

 そのなかで初任者研修につきましては、1 年目に集中して行うのですが、年間 3 回の人権研

修を実施しております。講義形式、実践発表、ワークショップ形式を含めてやっています。初

任者研修の特徴は、資料 5 の 4 ページをご覧いただきますと、これは平成 18 年度、今年の改

善点です。真ん中ほどに「講座の内容をモジュール化して再構成」とあります。これにつきま

しては、従来は講座、実践発表、演習等を一体のものとして実施していたものを、例えば 5月

11 日にやった講座を受けて、一度勤務校で実践してみる。その実践した内容を受けてより高ま

りをもって、次に 7 月 24 日にさらにそれを受けての研修を行うというように、単発で行って

いたものをできるだけ流れになるように組み替えるという、今年からの新しいスタイルになっ

ています。 

 また戻っていただきまして、次に 2年目から 5年目の研修ですが、資料 1の 4ページの真ん

中の欄です。これにつきましては 2年目から 5年目ですけれど、希望があれば 4年目も受研で

きます。これは必修講座と選択講座がございまして、人権研修につきましては必修項目になっ

ています。年間 6回実施するなかで、そのうち 1回選択して実際の研修をする方式を、これも

アンケート等によりましてそういう改善を 18 年度から行ったところでございます。2年目から

5 年目の研修につきましては、講座形式とか、演習形式といいますかワークショップによる研

修を取り入れています。10 年目、20 年目につきましては、一定知識なりを修得されていると

いう前提で、主には講義中心に、とくに今日的課題とか、京都府の人権教育の動向について共

通理解を得るというスタンスで実施しているところです。 

 右側の職能別・領域別研修につきましては、校長、教頭、新任部長、主任ということで、校

長、教頭につきましては毎年1回必ず人権研修を受けていただくこととなっていまして、部長、

主任につきましては新任の時点で人権研修を受けていただくという形になっています。人権教

育講座というのがその欄の中ほどにございますが、これはいわゆる指導者養成というもので、

これだけではなくて実際に指導者として演習あるいはワークショップを取り入れた研修とな

っています。 

 次に、アンケートといいますか、受研者の理解度、あるいは認識の把握につきましてはアン

ケートを実施しておりまして、資料 6にアンケート用紙を付けております。この実施につきま

しては今年からこの様式に変えております。とくに Bの「有意義だった」ということだけでは

なく、実際にその研修講座を通じて学んだことを実践に活用したいという部分につきまして記

入していただくスタイルになっています。 

 センター研修にかかります研修計画全般ですが、これにつきましては教職員の年齢構成上大

量の退職が今後続きますので、それに対して大量採用の時代がきます。今年は 370 名の新任教

員の募集をしていますが、今後 10 年間ぐらいは 300 名程度がずっと続くのではないかという

大量採用の時代になっています。そういったなかで人権研修につきましては、若いうちに身に

付けていく必要がございますので、研修体系におきましてもとくに新採の 5年目以内にウエー
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トをおいて、その時点で十分な人権教育を受けられる、また人権教育の指導力をつけていただ

くというように考えております。 

 なお、センター研修全体の研修体系につきましては、今年、庁内に人材育成推進室という教

員の資質向上に向けた室を設けまして、センター研修の講座全体をもう一度体系的に見直す作

業をしております。その検討会につきましては、外部の委員さんに入っていただきましていろ

いろな角度から検討いただいております。 

 研修の効果につきましては、アンケートを集約するなかで、統計的に研修そのものが指導力

量につながるものでございますので、受研者の期待というかニーズが大きいということがあり

まして、とくに最新版の人権学習の教材を使った研修とか、指導方法の工夫をどうするかとい

う研修については非常にニーズが高いという内容になっています。以上が 4ページのセンター

研修でございます。 

 次に 4－1 ページですが、これはいわゆる職場研修でございます。教員の人権研修につきま

しては、職務を通じての研修に非常にウエートが高いことがございまして、学校における人権

研修は非常にウエートが高いということです。これにつきましては全教職員を対象に行ってい

まして、例えば小中学校の場合は全校同時にやることが多いようですが、府立学校の場合は人

数が多いので学年ごととか学部ごとに実施しているのが多いと聞いています。 

 研修の内容ですが、実施状況の真ん中に「8 研修テーマ」があります。そのなかで人権教育

の認識の深化を目指した研修につきましては、参加対面型とかグループ討議とかそういったも

のを用いた研修をしています。人権学習の教材及び指導方法に関わる研修につきましては、実

際に授業をするのを他の教員も一緒に見て研究するとか、あるいは学力保障をどうするかとい

うことについて研究する内容となっています。さまざまな人権問題の現状と課題の理解につき

ましては、とくにフィールドワークというか、地域に出ていって地域の方からいろいろな話を

聞くとか、地域の歴史とか産業とかそういうことについて勉強するということを聞いています。 

 アンケートにつきましては、すべての学校でアンケートを実施していまして、各学校独自に

その研修の理解の程度、今後の研修をどうするかについて活用しているということです。 

 研修の計画につきましては、各学校で状況がいろいろございますので、各学校で年間計画を

策定して職員会等で議論しているということです。年間計画に基づいて実施するものと、具体

的な事象について緊急に行う場合があります。 

 研修効果としましては、学校運営で進めるうえでしっかりした人権感覚をもつというのが必

要不可欠ですので、まず学校内での人権教育の共通理解あるいは認識が必要です。そのために

はこういった定期的に啓発なり確認をする必要があるということです。その結果、研修の効果

としまして、自らの人権感覚が高まるだけではなく、児童、生徒のほうにどれだけ効果がある

かということで、ただ、研修の難しいところでございますが、それにつきましては各学年単位、

とくに学年主任がその点検をしていくとか、あるいは管理職が日常的に点検するとか、そうい

うことのなかで指導しているところでございます。教職員の研修については以上でございます。 
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 引き続いて、社会教育関係団体の関係者に対する研修について、関係課のほうから説明させ

ていただきます。 

 

（事務局） 

社会教育課の関係いたします研修について説明させていただきます。時間もあまりございませ

んので概要になりますことをご容赦いただきたいと思います。資料 1の 5ページから 8ページ

をご覧ください。 

 まず一つ目は、5 ページに挙げております人権教育指導社研修会についてです。これは京都

府内各市町村の人権教育を推進する立場にある方、人権教育担当者とか人権教育に関する指導

者の方々を対象として、それぞれ指導される方の資質向上を目的とした研修会でございます。

これにつきましては年 2 回実施しております。それぞれ 80 名程度の参加をいただいていると

ころでございます。学識経験者と有識者の皆さん 13 名の委員さんで構成していただいていま

す人権教育企画推進委員会で計画につきまして指導、助言をいただきながら、そこでの意見を

研修会に反映しております。 

 昨年度につきましては、大学講師に来ていただくことなく、社会教育課の職員のほうで研修

を積み重ねまして講義を行ったと聞いております。また研修効果につきましてはアンケートも

実施しております。講義の中身、ワークショップにつきまして、参考になったのか、参考にな

らなかったのか、どういうことが参考になったのか、ご意見等を聞かせていただきながら、次

の講義または次年度の研修会に生かしていくという形で研修効果を図っております。こちらの

参加者は、人権教育を各市町村で担当されて 1年目の方もいらっしゃれば、10 年以上人権教育

に携わっておられる方もいらっしゃるということで、なかなか話し合いがスムーズに進まない

ところも課題として出していただいていました。それを企画推進委員会等で検討いただきまし

て、今年度第 1回目につきましてはその点も改善できる方向で分科会等を開催していきたいと

考えております。 

 二つ目の人権教育行政担当者協議会は、資料の 6ページから 8ページでございます。こちら

につきましては、京都府内に五つの教育局がございます。その教育局ごとに開催しておるもの

で、それぞれの管内での市町村の人権教育担当者、また学校教育関係者等の皆さんで協議会を

開催していただいております。それぞれの管内におきます人権に関する課題解決の方策につい

て研究、協議いただいたり、またそれぞれ市町村での情報交換等を実施していただいておりま

す。ここ数年、学校教育関係者の方の参加もいただき、学校での授業参観を通して学校の人権

教育を中心に話し合いをされているところもございます。7 ページにございます南丹教育局の

10 月 25 日の稗（クサカンムリ＋稗）田野小学校での研修は学社連携の取組であろうと思って

おります。 

 こちらの研修効果につきましては、それぞれ 20 名程度の協議会でございますのでとくにア

ンケートは実施しておりません。ただ、南丹教育局で 1 月 24 日実施しております南丹地区人
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権教育指導者研修会では、それぞれ学校教育関係者ほか、民政児童委員、消防署、いろいろな

方の参加をいただいて実施をしましたので、このなかでアンケートを実施してご意見等をうか

がっております。この結果につきましては次年度、18 年度に研修会に反映をさせていこうと考

えています。概略ですけれども以上で説明を終わります。 

 

（座 長） 

 ありがとうございます。時間の制約があるので概略にとどまらざるをえないと思いますが、

ただ今の教育関係者に向けての計画の実施状況について、ご質問、コメントがありましたらど

うぞご遠慮なくお出しください。 

 少し具体的になりますが、体罰を生徒にしてはいけないという原則が状況如何では適切な場

合があるのではないか、そういうことも中身には入っているのですか。 

 

（事務局） 

体罰については基本的に法令上禁止されておりますので、それを容認するという形の話は基

本的にはないと思っております。もちろんセクハラの問題とか体罰の問題は基本的な人権の問

題として、新採教育基本の基本として初任者研修のときにきちんと教職員に認識をしていただ

くというふうにしております。 

 

（座 長） 

残念ながら、セクハラはなくならないというか、今まで隠れていたものが表面化してきたと

いうこともあると思いますが、その点についてとくに何かありますか。 

 

（事務局） 

ついこの夏も資料で報告されていた事象もございました。基本的にはそういうものはなくし

ていこうとそれぞれの学校現場で努力はしているわけですが、認識がまだないのかなと思いま

すので、そういう点についてはこれからもきちんと各学校、市町村教育委員会も含めて認識を

していくように努力していきたいと考えています。 

 

（座 長） 

学校に限らずいろいろ起こっている、あるいはマスコミで取り上げている事象は、もちろん

個別ケース、個々人の問題がありますけれども、ゲーム世代でゲーム上は人を殺してもプログ

ラムを巻き返したら簡単に生き返ってくる。セクハラについても、前にもいったかもしれませ

んけれど、そのへんのスーパー等々で子ども向けの雑誌を見られたら、子どもといってもある

程度の年齢ですが、「へぇーっ、ここまで書くのか」というほど情報が氾濫しているので、学

校の先生も社会のなかで生きているわけだからそういうものとまったく無縁ということはあ
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りえない。ですから教員の資格を得られて以降の段階でできることには限界があると思います

が、逆にいえば、そうやって現場から出てきた問題をもう少し広い視野で社会に向かって発言

していくというか、あるいは少なくとも府の行政のなかで知事も含めて責任者はそういう方向

へ向けてハッキリ方針を示すとかいうことが必要ではないか。官僚組織だから難しいとは思う

けれども、皆さん方が言いたくして言い難いことをわれわれのほうからいう、問いかけるのも

われわれの役割の一つと思いますので、そういうことがあれば懇話会のほうに、「実はこうい

う問題があるので」という形で問いかけていただけたらいいと思います。 

 

（事務局） ありがとうございます。今、座長のほうからおっしゃっていただきましたが、教

育現場はある意味で子どもたちが社会の状況を反映して活動しているといいましょうか、先ほ

どの説明のなかでも申しあげましたが、団塊の世代が退職していくなかで若手教員をどんどん

採用していかなければならない。若い先生方は、ついこの間まで学生だった、子どもだった人

たちが社会の状況を反映したなかで採用されてくるということで、今ご指摘いただいた点も含

めましてしっかりと学校が組織的に、最終的には子どもなのですが、教職員が全体として人権

意識をきちんと高めていくような職場づくりをしていく必要があるだろうと思っております。

とりあえずそういうことで感想のようになりますが、ありがとうございます。 

 

（座 長） 

 委員のほうからもし他にコメント、ご発言があればどうぞ。 

 

（委 員） 

 これを全部読んで感じるのですが、これをきちんとやったら素晴らしい人が出てくるという

感じがします。聖人君主か、孔子さんのような人が出てくる。人間というのはそういうもので

はないし、人権問題というともう少し表と影があって、その兼ね合いみたいなところで上手に

生きていくというのがいちばん大事なのだと思います。ということで、現場の先生たちは保護

者から厳しい目にさらされて、子どもからも厳しい目で見られる、そこのところをうまく逃げ

ていくテクニックをもっている、つまりそこが人間の知恵というか、その知恵があるところに

実は共生できていくエッセンスがあると思うのです。そういう意味で、現場の先生たちはしん

どいのではないかという気がするのです。リラックスするというか、なにかそういう施策はや

っておられるのでしょうか。 

 

（委  員） 

 ご承知のように「羹に懲りて膾を吹く」とか「角を矯めて牛を殺す」というのは昔からのこ

とわざですが、座長さんもおっしゃいましたけれど、体罰はいかんというのは原則は原則でい

いのですが、現実に現場の先生方が議論したいったら、体罰のなかにもいろいろなパターンが



 15

あったりケースがあったり、セクハラはいかなることであってもいかんということでよかろう

と思うのですが、現実には若い男性教師が発言したことと年配の男性教師が発言したことと同

じシチュエーションと同じであっても受け止め方は違う。これは企業でも現実にあることです。

そういうことで過剰反応をして、先生が処世術で賢くなったり、サラリーマンでいえばサラリ

ーマンに徹してしまったら、一見してルールは守られた会社になるけれど活力を失っていく。

このことと同じようなことがありうるのだろうなと思います。 

 人権教育ということで啓蒙という運動のなかに、もう上で決まったから、あるいはこう決ま

っているからという形で、それは従いましょうと、従わないと損だとか、そこのところに触れ

ること自体意味がないというムードができるのがどこの世界でも恐いことです。まして教育の

世界ですから、いちばんそこは恐いところだろうなと思いますので、こういう教育のなかに、

体罰はいいですよとか悪いですよという結論で全部やってしまうのではなしに、生きた議論と

か生きた教育とか実際にどうなんだということを先生方の間で自由に議論しあうとか、本当に

こうなんだという、そういう雰囲気が教育なり研修を通じて行われるような方向になるといい

なと思います。 

 ここに書かれておられること自体は、内容の細かなことは私にはわかりませんし、また個々

を全部聞くわけにはいきませんし、結論的には非常にいいことをされていると思いますが、本

当にそうなのかどうかを現場の先生方が議論しあえるような内容のものにしていただければ

と思います。 

 

（座 長） 

 ありがとうございます。委員、どうぞ。 

 

（委 員） 

 学校の職場の研修の内容についてうかがいたいのですが、私は外国人として外国人の子ども

たちに興味がありますし、関心があります。職場の教員たちに人権教育をなさるときに外国人

の子どもたちに対して、どう教育したらいいかとか、人権問題はさまざま多いと思いますけれ

ども、その内容についても触れていますか。京都には三つの、在日コリアンの子どもたちの学

校もありますね。その学校の教育にも触れているかとか、そのあたりを聞きたいのですが。 

 

（座 長） 

 おっしゃっているのは、特殊学校というと古いのだけれど、京都府がやる公の教育以外の場

に対してはどのような対策を講じているかということですか。 

 

（委 員） 

ちょっと言い方がよくなくてすみません。やはり京都府でなさっていることなので、他の県
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とかは別にして、京都府にも三つの学級がありますね。それの教育も結構問題があると思いま

すので……。学級教育というのは、日本人の学校のなかで在日の子に対する民族学級の教育と

か、あるいは今は外国人がだんだん増えていますので、その子どもたちは民族教育ではなくて

普通の日本の教育のなかに入っています。その子どもたちの教育についてはどうなさっている

か。さまざまな宗教の問題とか人権問題がすごく多いと思いますけれども、それをきちんと教

員たちに教育なさっているかどうかをうかがいます。 

 

 

（座 長） 

 通常の公立学校へ来ている外国人子弟の人権に対する問題を教員に対する教育のなかでど

のように扱われているか。それと私学のことが先ほど出ていますが、府の管轄に属さないこと

はないと思うのですが、京都府に存在している民族学校との関係での人権教育問題はどうなっ

ているのか、両方含まれていたと思います。 

 

（事務局） 

人権問題とおっしゃっているなかで私は市民問題というように聞こえたのですが、やはり人

権問題ですね。 

 

（座 長） 

 人権とおっしゃったのが市民と聞こえたのだと思います。セクハラに関連して委員、お医者

さんの立場から何かありましたら。 

 

（委 員） 

 ほんの一部の先生だと思いますが、教育の現場で実際に起こっていることです。新任の若い

先生方が起こされるのではなく、ある程度経験のある教員がそのような事件を起こしているよ

うに感じています。教員も人間なので自分の欲望を抑えられないこともあるのでしょうが、児

童・生徒への影響、特に精神的な影響を考えますと、決して許されることではありません。 

やってはいけないことはきちんと頭に入れて、教師としての自覚を持って行動していただき

たいものです。そういう指導をきちんとしていただけたらと思います。このような問題のある

先生は職場である程度わかるのではないかと思いますので、早い目に手を打っていただきたい

です。 

 

（委 員） 

 チャイルドラインというのは、子ども専用電話で匿名でかけられるということから、性的被

害、性的虐待を受けたケースが率直に伝わってきます。その先生がその子にその行為をしたい
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というのはやはり大人感覚で、その子から離れられないような環境をつくっていくという表現

まであるというなかでは、私は人権研修と現場とはどうつながるのかというのが気になります。 

 

（座 長） 

個別問題も含めて府のほうから可能な範囲でお答えいただきたいと思います。 

 

（事務局） 

外国籍の子どもたちへの教育、その問題についての教職員の研修というふうに受け止めたの

ですが、先ほど報告させていただいた校内での研修のなかで、個別の人権問題のなかに外国籍

の子ども、あるいは外国人の問題をテーマとして、それぞれの学校、それぞれの地域によって

状況は違いますけれども、教職員の研修のなかでテーマとして取り上げていくというのが一つ

です。 

 外国籍の子どもたちが在籍をしている学校も、地域的に偏っていますけれどもありますので、

在日韓国・朝鮮人の子どもたちが在籍している学校もございますので、例えば子どもたちが日

本語ができるできないによって、非常勤講師の措置をしたり、通訳のできる人を学校のなかに

配置したり、あるいは日本の文化に少しでもなじめるようにそういうことの紹介ができる職員

を配置したりということで学校への支援をしているということです。そういう学校では当然、

子どもたちの間でそういう人権問題を人権学習の一環として取り上げて、具体的なものを持っ

ていないのですが、そういう取組をしてもらっているところです。 

 在日の民族学校については、私どものほうで所管していないものですから直接接触をしてど

うこうということは申しあげられないのです。状況については私どもでは把握できていないと

いうことです。 

 

（座 長） 

 日本人がやっている学校は、公では大学でも国立と各自治体がやる公立と、それ以外にも私

学の学校が非常にたくさんあります。例えば京都にある朝鮮人学校とかそういうところは普通

の教育の枠からはずれているというか、ですから干渉もしないけれども責任もとらない。一般

法人としての学校教育の枠はあるのですが、形式的要件を満たしていれば中身についてはとく

に立ち入らない。人権教育についても同じことがありえるかと思います。これは委員のほうが

詳しいので補足していただいたらと思います。 

 

（委 員） 

 よく知っていらっしゃるのですよね。 

 

 



 18

（委 員） 

 民族学校のことは別にして、公立学校にいる外国人の子どもに対して、どういう対策をされ

ているかを聞きたかったのです。 

 

 

（座 長） 

 それでは先ほどの答えで十分だと思います。他に何かご質問、コメントがありましたらどう

ぞ。 

 

（委 員） 

 本質的なことではないのですが、これから資料を出してもらうということで、先ほど 4ペー

ジを見ながら聞いていたのですが、これだけの資料であれだけの内容をいっぱい話されると、

とてもわかりにくかったので、職員研修所さんが出されたようなものを、要するに、教育セン

ターのほうではこういう全体見取図で人権教育に関してやっているのだという1枚もので結構

ですので、またいずれ出してもらって、そういうのを踏まえて聞くとわかりやすいかと思った

ので、その点よろしくお願いします。 

 資料 6の「研修講座の受講報告」は、どのようにそれぞれの方が受け止めたかということの

検証になるものです。知事部局と教育委員会で共通の質問項目を設けて、どのような検証をや

ったら、みんなが興味あって面白かったといっているのかがわかるような工夫を、教育委員会

のアンケートと職員研修所のアンケートと付き合わせながらより充実させていただきたいと

思いました。これは感想です。 

 

（座 長） 

 もし何かおっしゃることがあればどうぞ。 

 

（事務局） 

ご指摘の点を十分踏まえたいと思います。このアンケートは今年度のものをお配りしている

のですが、私どもも来年度に向けてより改善をしていきたいと思っていますので、今ご指摘い

ただいた点も踏まえて考えていきたいと思います。 

 

（委 員） 

前回に、一人の人がどう育っていくかということを、これはアンケートで取るしかないので

すが、経年変化で取っていってほしいとお願いしたつもりなのですが、職員研修所とか教育セ

ンターのほうではどのように考えていただいているのでしょうか。まったく手つかずであれば、

それはそれで結構ですから。 
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（座 長） 

 どちらからでも可能な範囲でありのままをお答えいただいたらいいと思います。 

 

（事務局） 

現在のところはそういう経年の蓄積はございません。 

 

（事務局） 

私どももないのですが、教職員の研修の場合、1年目の初任者研修、2年目、3年目というふ

うに、人権研修だけではないのですがそういう研修を積み重ねています。今おっしゃった点は

教職員評価ともつながっていくのかなという気がしますので、そういう視点で教職員の成長を

見守っていくということは大事な視点だと思っています。ただ、それを個々に定量化するのは

具体的にどのようにすればいいのか悩むところではあるのですが、大事な視点だと思っていま

す。 

 

（座 長） 

 こうして懇話会を設けている目的の一つは、従来の府としての人権教育、あるいは人権行政

教育にない視点をわれわれができれば盛り込むということにありますので、ぜひ長期的にお考

えいただけたらと思います。他にはこのテーマでございませんか。それでは、今で議事 1がや

っと終わって、2 のほうの府の職員向け、あるいは教職員向け以外の人権教育・啓発施策の実

施状況について、府のほうからご説明をお願いします。 

 

（事務局） 

その前に、資料1の関係は研修センターと教育委員会のほうで説明させていただきましたが、

それ以外に資料 1（抜粋）「懇話会委員の助言を得たい事項等一覧」について、事業の詳細は省

略させていただきますが、先生方のほうから助言なりご意見をいただければありがたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

 

（座 長） 

 わかりました。資料 1（抜粋）は、15 番目の「懇話会委員の助言を得たい事項等」を抜粋さ

れたのが資料 1（抜粋）にまとまっていますので、もし委員のほうで、このなかのこの項目に

ついてこう思うということがございましたらご発言いただきたいと思います。 

 

（委 員） 

 個別はやめて全般的につくるもの、つまり現場で学ぶということを職員の人はどう考えてい
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るのかということなのです。先ほどもいいましたけれど、基本はお勉強であって頭に入れると。

それは何のために頭に入れるかというと、現場に行ってそこで力を発揮するためなのです。そ

このところに自分で創意工夫をする。例えば保育所では、そこへ来ている子どもたちの顔の表

情を見て、健康状態を見て、その裏に家庭があるというのを見れば、そこから家庭問題、社会

問題が全部見えてくるわけです。まさに人権問題がそこにいっぱいあるわけです。そのなかで

その子どもに関してそのことが勉強できるわけです。だから外から講師を呼んでくるとか、い

い資料を貸してくれというけれども、まさに自分がいるその現場のなかで学ぼうという努力と

いうと変ですけれど、学ぼうという視点、あるいはそこを切り開いていこうとする、そこにど

うして気づかないのかなという気がします。 

 いろいろあるのですけれど、要は、学ぶ気になればどこでも学べるし、見ようとすればどこ

からでも見えてくるし、そこからは世界も見えてくるはずなのです。にもかかわらず、こうい

うふうに助言を得たいというのが出てくるのは、総括として、自ら切り開いていこうとする、

まさに自立のところが欠けているのではないか。きついことをいいますけれど、そういう印象

をもちました。 

 

（座 長） 

 ありがとうございます。謙遜して「われわれはこうやっているつもりですけれど、どうです

か」と問いかけられているのだと私は見ていたのですが、もちろんその前提としては、自分た

ちのなかで生じた問題は自分たちで対応するということは当然だと思います。他にご意見はあ

りませんか。 

 

（委 員） 

 ただ今は厳しいご意見だったのですが、一応教員ですので、やさしくご要望があったら質問

には答えるという立場の人間なので答えたいと思うのですが、全般的に評価のことで困ってい

らっしゃると思いましたので、職員研修所とか教育センターでアンケートをつくっていらっし

ゃるのならば、それを充実させてほしいということをいったのです。 

 つまり、それぞれの職場でわりと小さい規模のところでやっている、あるいはそれが専門で

ない方たちが実際にはアンケートをつくっていろいろやっておられるわけですので、職員研修

所なり教育委員会なりがこういうアンケートを取っていくと少しでも事業効果が見えるので

はないか。あるいは評価というのは事業効果の問題と個人の評価の問題が出てくると思うので

すが、今はとにかく事業評価でしかないと思うのです。個人評価は非常に難しいと思うので、

マニュアル的なものというか、模範的なものをぜひとも教育・啓発を専門にしている部局のほ

うでこれから探っていってほしいというのが私の感想です。 

 いわゆる知識を問うのだったらテストをやったらいいじゃないかとおっしゃったのは、まさ

にそのとおりで、そういう大胆なことも入れて、例えば 1年に一度年度末テストという形で簡
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単な形でやってもいいし、そういう大胆な切り口でアンケートを統一的な部分とそれぞれ個別

の課題を抱えている部分が含まれるような形でマニュアル的なものを少しずつつくっていか

れたらどうかと思ったのが一つです。 

 それぞれ研修の担当としては工夫していらっしゃる様子が見えて、前回のわりと漠然とした

資料よりは今回の資料のほうが、警察でこういうことをやっているのか、生活保護関係の人た

ちはこういうふうにやっているのかとかいろいろ勉強になって、わかりやすく読めたと思って

います。ただ、大学の教師をあてにしないで、例えば隣にいらっしゃる NPO の実際の活動をや

っていらっしゃるところとか、京都府の職員の人たちがともに人権問題を解決するパートナー

になる方たちが最近は増えていますので、そういう方たちと一緒にもっと研修を積まれてはど

うかと思ったのが二つ目です。 

 OJT みたいな形で、24 ページの生活保護関係で対応していらっしゃる人たちがどのようにし

たらいいかということが質問としてあったのですが、いい悪いは置いておいて、最近、行政の

職員の方たちが住民の方たちと接するときにどういう対応をしたらいいのかを示した接遇マ

ニュアルがあります。それはおそらく委員から、そんなことはナンセンスだといわれそうです

が、型から入ってもいいと思っているのです。マニュアル的なところから入っていって、「あ

っ、こういうしゃべり方ではいけないのだ」と。今までの自分の育ちのなかではそういうこと

は平気でいってしまっていたけれど、やはりいけないことなのだと気づいてもらうきっかけに

なれば、それはそれでいいかなと思っています。人間の本質が変わってほしいのはもちろんで

すがなかなか難しいので、例えば生活保護の査察で行ったときにどういう声かけを本来はすべ

きなのか、相手の人権、あるいは人権の尊重をしながらもどのようにしたらいいのかという、

そういうマニュアルがあるのならそれで結構ですけれど、そういう視点をもっていただけたら

なと思っています。 

 そういう接遇マニュアルをつくるということを学習するなかで、要するに来年つくらなくて

もいいので、何年もかけてみんなでこういうふうにやっていったほうがいいのではないかとい

うことで、お互いにつくるという作業を通して人権啓発、職場研修をなさっていったらどうか

と思いました。 

 それぞれアンケートを工夫していますという表現をなさっていますが、今日、職員研修・研

究支援センターと総合教育センターからアンケートを、このように聞いていると出してもらっ

たのですけれど、工夫している中身が私たちにはわからないので、どういうアンケートを取っ

て、どのように工夫しているのかということを、またいずれ何かの機会に教えていただけたら

と思います。 

 

（座 長） 

 ありがとうございます。どうぞ。 
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（委 員） 

 それぞれアンケートを取っておられるわけですが、受講されてすぐに取られるのですか。 

 

（事務局） 

 そうです。 

 

（委 員） 

 すぐには効果が本人もわからないと思うので、まず実践していただいて半年後にアンケート

をお願いするような形で、例えば保育園の職員であれば園児に対する扱いが変わったとか、ど

ういう点が変わったとか、そこはあまり書かなくてもいいように選ぶような方法でつくって配

付していただいたらどうかと思います。 

 

（座 長） 

 効果というのはそこで出るものと時間がかかってわかるものとありますので、それもアンケ

ートのうえで工夫をしていただけたらと思います。今われわれは抜粋のところを見ているので

すが、割合、福祉関係が多いので、もし何かお気づきの点がありましたらご発言いただきたい

と思います。 

 

（委 員） 

 社会福祉施設長研修にも、どうしたらよいかということが書かれていますが、施設長自身も

研修を受ける立場になることがしばしばですし、福祉現場での虐待、人権侵害がないようにす

るという指導を受ける立場でもあるわけですが、私の経験から、よそでいろいろ勉強すると身

につくといいますかよく耳に入る。自分のところの施設でいろいろ話をしてもなかなか職員も

ストンと落ちないというところがありますので、外に出ていろいろ体験していく機会があれば

経験上いいなと思うことがあります。 

 ケースワーカーさんが有給休暇をとられて施設現場でボランティアをされたケースがあり

まして、旅行にもついていかれたのです。そういう自主的に参加されていくということ。決ま

ったカリキュラムの研修も重要だと思いますが、それをさらに超えて自分で勉強していこう、

さらに人権について理解をしていこうという自ら進んでいけるような、次のステップはたぶん

自分で勉強していくようなことになるのかなと思いますので、そういうきっかけができればい

いなと、我がことながら思っています。 

 

（座 長） 

 これは私立の施設だからやむをえないかもしれないけれど、本来入所者すべてをみる立場に

ある保護司、養護士が自分の立場を逆に利用して障害者等々の人権侵害を、セクハラも含めて
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起こっています。お役所ですから管轄ということでやむをえないのだけれど、今日は警察関係

の方もおいでになっているかどうかわかりませんが、京都府警になっているので、そして 1の

なかには警察関係の情報も入っていますから、本来、人権擁護をすべき立場にある人が逆に侵

害を起こしているという状況に、府全体として人権教育という視点からどう対処されようとし

ているのか。今日でなくてもいいのですけれど、広い目ではそういう点の指摘、われわれに情

報をいただいたうえでコメントを申しあげる機会をつくっていただくということも大事では

ないかと思いましたので、アンケートの助言のついでに一言申しあげたいと思います。 

 それでは、この問題についてはそういうことで、次に議事 2に移らせていただきたいと思い

ます。 

 

 

（座 長） 

 府の職員、教育関係職員以外の人を対象とした、もう少し広い意味の教育・啓発活動の実施

状況について、説明をお願いします。 

 

（事務局） 

 人権啓発推進室から説明をさせていただきます。資料 2 がその内容でございまして、資料 2

を 1 枚めくっていただきますと目次がございます。このうちの研修事業に関わるものが資料 1

で、それ以外の「あらゆる場を通じた人権教育・啓発の推進」、「個別の人権問題に関する啓発」、

「計画の推進策」、それらの事業について、できるだけ前年度の実施状況に比べて具体的にな

るように、そういう意識で書かせていただきました。本日はこのうち 4番目の「計画の推進策」

を中心に説明をさせていただきたいと考えております。その補足資料として資料 2－1「平成

17 年度京都府の人権啓発の取組状況」を用意しました。これと資料 2を見ていただけたらと思

っています。 

 資料 2－1 の 1 ページは、府全体の人権啓発の推進方策として「メリハリを付けた取組の推

進」ということで、憲法週間、人権強調月間、人権週間、とくに集中的に啓発に取り組む時期

を設けて取り組もうとしている部分と、「役割に応じた取組の推進」ということで、京都府は

広域行政を担っておりますので、京都府が主体となって人権一般の普遍的な理念を広げるとい

う観点で進める取組と、住民にいちばん身近な行政体としましては市町村でございますので、

その市町村を支援するという形で関与する形のもの、京都府だけではなくいろいろな企業、社

会福祉協議会、人権擁護委員連合会、町村会、市長会、そういう 12 団体で「京都人権啓発推

進会議」を 20 年前からつくっているのですが、幅広い構成団体によってつくられていますの

で、いろいろな知恵とか交流範囲を生かしながらきめの細かい、柔軟な対応、取組、そういう

形で事業を進めております。 

 これらの関係を一覧でわかりやすくしたのが、別途ご用意しました「みんなたいせつみんな
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かがやく」という紫色のリーフレットです。この裏側を開いていただきますと、年間のスケジ

ュール表が出ています。4 月から 3 月までの 1 年間かけてこういう取組を進めているというこ

とで、今ご説明いたしましたところを一覧いただけるような形になっていると思います。 

 具体的にどういう事業かという部分をさらに抽出したのが 2ページ以下です。京都府の啓発

推進の基本的な考え方としては、府民一人ひとりが人権を自らのものとして考えていただける

ように情報や考える機会の提供等の条件整備を図っていくという考えで人権啓発を進めてい

こう、それが基本的な考え方でございます。 

 資料 2 のなかの啓発事業の推進策を抽出しますと、2 ページから 4 ページまでの状況になっ

ています。それを大きくくくりますと、マスメディア等の活用、これはいわば「情報提供型」

の取組。「府民参加型」が 2 ページから 3 ページにかけて書いてありますが、これは「機会提

供型」と位置づけられるかと思います。さらに府民への働きかけという、これは情報提供と機

会提供型が混ざったような形のものかと思っています。そして啓発資料等の整備、いろいろな

勉強をしたい方に資料整備を図るという形で、こんな資料がありますよというのを毎年つくっ

ているわけですが、それが啓発資料の作成です。身近なところで人権の取組が行われていると

いうことを感じてもらう、気づいてもらうような形として、啓発資材も作成しております。そ

れが 4ページのほうで「啓発ポスターの作成」以下こういう形で書いております。 

 2 ページから 4 ページまでの資料で、「事業内容」に「京都人権情報 62 」と丸数字が書い

てありますが、この数字は資料 2の該当ページを示しております。それぞれの事業ごとに、こ

ちら側で思っている成果のポイントとなるところを「成果」の欄に書いています。課題なり今

後の点検あるいは見直しの方向は「課題・今後の方向」に書いています。 

 全部を説明している時間がございませんので、とくに府民参加型の事業ということで 2ペー

ジの下から 3ページにかけてコンクール、イベントを書いていますので、それらを代表例とし

て説明させていただきたいと思います。 

 コンクールのところにあります「人権擁護啓発ポスターコンクール」は、資料 2 では 67 ペ

ージに書いてありますが、人権擁護啓発ポスターコンクールは 20 年以上前から実施している

もので、学校の協力を得た取組として一定定着と効果が図られているところで、一定の意義が

あるので続けていきたいと思っているところです。市町村と連携の協議をしてまいりますと、

市町村も同種の事業をしているところがありますので、将来的には整理が図られていけばいい

と思っています。 

 「みんなで創る人権五・七・五標語コンクール」は、資料 2の 68 ページに書いていますが、

4年前の 14 年度から実施しているところで、人権擁護啓発ポスターコンクールが子どもを対象

とした事業であるのに対し、これは大人も参加してもらえる試みとして、標語をつくる機会を

通じて人権について考えていただくということで、年々応募総数が増えて去年で 2万点を超え

ています。小学生、青少年、一般の部という形でだんだん増えてきていますが、一般の部の応

募数が少ないということから、大人にいかに参加してもらえるような機会が提供できるか、標
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語コンクールが有効な方法であればさらに工夫をして実施していくことも考えられるし、今後

どのようにしていけばいいのか今悩んでいるところです。 

 「ひゅうまんシネマフェスタ」は、資料 2 の 66 ページに書いていますが、夏休みの子ども

向けの事業として実施しているところで、毎年好評で、平成 4 年から始めて 14 年経っていま

すが、とくに最近は関心を引くような映画を取り上げているせいもあるのですが、たくさんの

人が来て、入れないような状況も出るぐらい、うれしい話が出てきているのですが、8 月にお

ける取組としては一定定着して、せっかく子どもさんにたくさん集まってもらえる機会という

ことで、そこに何らかの啓発活動ができないかと。8 月いっぱい 5 会場で実施するのですが、

一つの方向として、NPO の皆さんの協力を得て、子ども向けに何らかの啓発の機会を提供でき

たらということで、8 月の宇治の映画会では NPO の協力を得てはじめての試みという形で NPO

と協力して啓発をやろうとしています。 

 資料 2の 73 ページに「京都人権啓発フェスティバル」が書いてあります。これも 20 年ぐら

い経つのですが、できるだけ府民が参加できるような仕組みを考えていきたいということで、

4 年前からは NPO の参加を得て取組を進めてきているところで、年々NPO の参加数も増えてお

ります。これまでは京都人権啓発推進会議が主体となって実施してきたところですが、2 年前

から市町村と共催で、お金を出し合いながら実施するという形で、それぞれ地域で市町村が取

り組んできた啓発イベントとの合体という形で進めてきているところです。それとともに、今

まで京都市内で実施してきたイベントを郡部に実施会場を広げて実施していこうという側面

があります。今年は舞鶴で予定しているところですが、去年は亀岡、その前は城陽市、南から

北へ上がっていく形で、京都市域以外の地域でも京都府と市町村が一緒になって実施する人権

啓発イベントという形で、少しずつではありますが定着しかかっているところかと思っていま

す。 

 どのイベントでもそうですが、いかに府民の参加を得て開催できるかと。最近の人権啓発フ

ェスティバルの特徴としては、NPO の皆さんと協力をして NPO の取組を発信するということを

行政の取組とうまく融合させるような観点をもってやっているところですが、まだまだ課題が

多く、試行錯誤しながら進めているところです。こういう部分を評価として課題も含めて書い

ております。その他についてもここに書いてあるようなところでございますので、またご意見

がいただけたらと思っております。 

 

（座 長） 

 ありがとうございました。時間の配分を間違えて非常に短縮したご説明をお願いする結果に

なりました。ただ今の資料 2 あるいは資料 2－1 をめぐって、委員のほうからご自由にコメン

トをいただきたいと思います。とくに取り上げてご説明いただいたのは府民参加型の活動につ

いてですが、それ以外のことについてもコメントがありましたらどうぞ。 
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（委 員） 

 時間がないので手短かに申しあげます。府民参加ということで、ポスター、カレンダー、メ

モ帳などを年度末に一括して送ってもらっていますが、感想を率直にいうと、これをつくるお

金があったらほかにもっとやることがあるのではないかと思うのです。ポスターをつくるとか

標語をつくる過程でその方たちに人権問題について考えていただくということが大事であっ

て、ポスターとかメモをばらまくかどうかは、受け取った側がそのままゴミ箱に捨ててしまう

可能性もあるわけです。ですから、やめろということはいいにくいのですが、ここに書いてあ

るように配布先を考えるというようなことは予算対効果で真剣に考える時期かなと思ってい

ます。 

 なぜかというと、20 年前、30 年前に人権問題を語るときには、とにかく「人権」という言

葉を普及させる、あるいは同和問題というのは非常にナンセンスで絶対に部落差別はだめなの

だということを街頭パレードとかで訴えていくという、言葉の訴えかけの意味があったと思う

のです。しかし、今は表面上は差別がいけないというのはみんな当たり前と思っているわけで

す。それでもなくならないというところでわれわれは啓発を打たなければならないので、街頭

啓発とかぬり絵を配るとか、そういう形での啓発の予算は削って、もっと少数だけれども深く

切り込めるような啓発にそろそろ変わっていったほうがいいのではないかと、感想ですけれど

思いました。 

 

（座 長） 

 ありがとうございます。人権問題は変わらない部分と新しい現象が出てきてそれに対処する

部分が確かにあるので、同じパターンでずっとやっていていいのかという反省は絶えず必要か

と思います。お答えがありましたらどうぞ。 

 

（事務局） 

 厳しいご指摘をいただきましたけれど、啓発というのはある意味非常に難しい問題ですが、

一つひとつの啓発についてそれがどういう効果をもったのか、どういう形にすればもっといい

形になるのかというのを日々検証していかなければならないと改めて今のご意見を受けて痛

感しておりますので、今後十分に検討していきたいと思っています。 

 もう一つ、深く切り込むべきではないかというご指摘がありましたが、これまでの啓発は研

修にしても講演会にしても新聞等を通じた啓発にしても、どちらかというと広がりといいます

か、不特定多数の方々に人権の問題を知っていただこうという取組が中心だったと思うのです

が、実は今年からもっと深さといいますか個々の人権に関心をもっていただいている人たちを

集約して、これはインターネットを通じて申し込んでいただく、あるいはアンケートでもっと

人権の情報を送ってほしいという方たちをサポーターと呼んでいますけれど、このサポーター

を今年から集約をして登録をして、この方たちを中心に将来的には人権啓発を協働してやって
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もらえるような形をとれないかということを考えておりまして、まさに委員からご指摘のあっ

た深さを追求した啓発が必要ではないかという、その一つの取組としてサポーターの登録制度

を今年は試みに取り組んでみようということで、ちょうど現在取組を進めている最中でござい

ますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 

（座 長） 

 個別問題を突っ込んで考えることで人権全般に対する考え方が広がるなり、深化するという

ことがあると思いますので、いろいろ工夫していただきたいと思います。 

 

（委 員） 

 ラジオ番組にチャイルドラインで出演しましたあとセンターへ、これは子育てというところ

でもあるのですけれど、人権的に子どもをどのように捉えるのかというので、感想のお電話が

あったのです。いろいろなところでいろいろな形でやっていくことが必要だなというのを実感

しました。 

 私たちが日々生きていくなかで、例えば、今抱えている姑が 97 歳で認知症近くというとこ

ろでは、この人の人権と私の人権というところですごく悩むのです。それは人権を知れば知る

ほど苦しむのです。そういうことが人権につながっているのですよとか、そういう日常とつな

がるパンフであったり、検証するものが私もほしいと思います。とくに子どもと接したり家族

と接するなかで、日常のことがそれにつながるというようなものがほしいと思います。 

 

（座 長） 

 個別問題を通して実はそれは人権という共通のテーマにつながっているのだということが

実感できるような啓発のあり方、これはまだまだ工夫の余地があるのではないかと思います。

いつもこの会議は 2 時間に限られていまして、2 時間というのは結構長い時間ですが、議論す

るとすぐ終わってしまうので、限られた時間ですけれども委員から出たいろいろな意見をぜひ

生かしていただきたいと思います。それでは、とりあえずこの段階で府のほうにマイクをお返

ししたいと思います。 

 

（事務局） 

 今日は長時間ありがとうございました。非常に膨大な資料を提供させていただきまして、ま

た皆さん方から本当に貴重なご意見がたくさんあったと思っております。いただいた意見をそ

れぞれの部局できちんと受け止めまして、できるところから取り組んでいきたいと思いますの

でよろしくお願いします。 

 それから、これは個人的な感想になるかもしれませんが、今日の議論のなかで、自由に議論

することの重要性ということを委員の方から指摘されましたが、人権の問題についてはとくに
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このことが大切ではないかと感じております。とくに人権の問題はとっつきにくい、場合によ

っては委縮をする、議論もしないという傾向があるなかで、やはり自由に議論することが大事

だというご指摘があったことを肝に銘じて今後も取り組んでいきたいと思っております。その

なかで、自分で気づくというご指摘もありましたし、参加型あるいは協働型の啓発というよう

な議論もあったと思いますが、このへんを十分に踏まえてこれからの啓発に取り組んでいきた

いと思います。 

アンケートの様式についての要請が委員からあったのですが、この用紙については一部は

個々の研修で評価につながるような部分もありますので、そのあたりは調整が必要かと思いま

すので、ご理解をいただきたいと思います。 

 また、非常に厳しい、自立が欠けているのではないかというご指摘がありました。私ども職

員の育成のなかで自立した主体的な職員を育てようというのが一つの大きなテーマになって

おりまして、そういう意味では大変重く受け止めさせていただきました。ただ、すべての部局

を代表して弁明をさせていただきますと、どうしてもわれわれ公務員というのは、よくいえば

堅実ですけれど、悪くいえばお役人的な発想ということで、非常に視野が限られているのでは

ないかと常々反省しておりまして、そういう意味で委員の皆さんからもっともっと幅広い意見

がいただけるのではないかという意味でたぶん各部局からご質問をさせていただいたと思い

ますので、私が代表して弁明をさせていただきたいということをご理解いただきたいと思いま

す。 

 今日は大変暑いなか長時間、本当にありがとうございました。また次回もひとつよろしくお

願いいたします。ありがとうございました。 

 

（座 長） 

 次回の調整はしなくてもいいですか。 

 

（事務局） 

 次回の調整ですけれども、18 年度の実施計画を前回 4月 4日にほとんど未定のような状況で

出させていただいている部分が、年度の一定すぎた時期に、すべての事業をやるとまた時間が

なくなってしまいますので、一定ピックアップした形でご説明をさせていただいて、それを基

に 19 年度の事業計画を立てていくという形をとっていけばいいのかなと考えておりまして、

11 月か 12 月の頭ぐらいに、18 年度実施計画の一定の進捗状況、意見を踏まえてこういう形で

進めていますという部分を説明する機会を設けさせていただけたらと思っています。 

 

（座 長） 

 ありがとうございます。最後の事務局のご挨拶にありましたけれど、ここへ今日来ておられ

ない部局の、観光推進とか道路の整備とかそこでの例えばユニバーサルデザインに基づいて道
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路工事あるいは改修する場合にそういう発想が生かされるべきなのであって、そういう意味で

は本当は知事に毎回出てほしいのですがお忙しいと思うので、人権はあらゆる行政の分野に関

わりますよということを、私としてはとくに最後にご配慮いただくようにお願いしたいと思い

ます。 

 

（座 長） 

 それでは、本来は府のほうで締めくくられるのですが、今日はどうも委員の方々、お忙しい

中ご苦労様でした。またよろしくお願いいたします。 

 

 


